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議案第64号 

 

   令和３年度松野町一般会計補正予算（第６号） 

 

 令和３年度松野町の一般会計補正予算（第６号）は、次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ47,483千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ5,181,371千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」

による。 

 （地方債の補正） 

第２条 地方債の追加は、「第２表 地方債補正」による。 

 

 

 

     令和３年12月16日提出 

 

松野町長 坂 本   浩 
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第　1　表　　歳　入　歳　出　予　算　補　正
（歳入） （単位：千円）

款 項 補正前の額 補　正　額 計

令和 3年度松野町一般会計予算に関する説明書

１，９５６，４９３
10.地方交付税

２０，８３７ １，９７７，３３０

1.地方交付税
１，９５６，４９３ ２０，８３７ １，９７７，３３０

３５２，２７３
14.国庫支出金

２０，３７７ ３７２，６５０

1.国庫負担金
１３６，４０９ ８，３０５ １４４，７１４

2.国庫補助金
２１４，５５３ １２，０７２ ２２６，６２５

２８６，６８５
15.県支出金

２８９ ２８６，９７４

1.県負担金
９１，３６９ ２８９ ９１，６５８

２３７，３６１
18.繰入金

４，１８０ ２４１，５４１

2.基金繰入金
２３７，３６０ ４，１８０ ２４１，５４０

１，６３０，９９７
21.町債

１，８００ １，６３２，７９７

1.町債
１，６３０，９９７ １，８００ １，６３２，７９７

歳　　入　　合　　計
５，１３３，８８８ ４７，４８３ ５，１８１，３７１

―　2　― 一般



―　3　― 一般

（歳出） （単位：千円）

款 項 補正前の額 補　正　額 計

1.議会費
４０，１７４ △１９０ ３９，９８４

1.議会費
４０，１７４ △１９０ ３９，９８４

2.総務費
２，１２７，１４９ ６，９４９ ２，１３４，０９８

1.総務管理費
２，０７５，０１２ ７，７０５ ２，０８２，７１７

3.戸籍住民基本台帳
費 １５，６９７ △７５６ １４，９４１

3.民生費
９４３，５０９ ３，７４８ ９４７，２５７

1.社会福祉費
５９４，６１５ １，８８４ ５９６，４９９

2.児童福祉費
３４８，８８３ １，８６４ ３５０，７４７

4.衛生費
２３９，５６４ １０，１４５ ２４９，７０９

1.保健衛生費
２０５，５８４ １０，２４５ ２１５，８２９

2.清掃費
３３，９８０ △１００ ３３，８８０

6.農林水産業費
２８１，４０１ △２４０ ２８１，１６１

1.農業費
２１８，２９９ △１４０ ２１８，１５９

2.林業費
６２，５７４ △１００ ６２，４７４

7.商工費
２１６，２１８ ２３，８００ ２４０，０１８

1.商工費
２１６，２１８ ２３，８００ ２４０，０１８

8.土木費
４３５，８７１ △３００ ４３５，５７１



（歳出） （単位：千円）

款 項 補正前の額 補　正　額 計

2.道路橋梁費
２５３，１６２ △３００ ２５２，８６２

10.教育費
２８３，６９２ △１，６１５ ２８２，０７７

1.教育総務費
７２，７０４ △６１５ ７２，０８９

4.社会教育費
６９，５３１ △１００ ６９，４３１

5.保健体育費
５６，３９９ △９００ ５５，４９９

11.災害復旧費
３７０ ５，１８６ ５，５５６

2.公共土木施設災害
復旧費 １ ５，１８６ ５，１８７

歳　　出　　合　　計
５，１３３，８８８ ４７，４８３ ５，１８１，３７１

―　4　― 一般



一般

第　２　表　　地方債補正
　　（単位：千円）

令和 3年度　　

―　5　―

　追　加

償還の方法利　率起債の方法限　度　額起債の目的

　証書借入
　　又は
　証券発行

　政府資金については、その融
通条件により、銀行その他の場
合には、その債権者と協定する
ものによる。
　ただし、町財政の都合により
据置期間及び償還期限を短縮し
、又は繰上償還もしくは低利に
借換えすることができる。

　年3.00％以内（但
し、利率見直し方式
で借入れる政府資金
及び地方公共団体金
融機構資金について
、利率の見直しを行
った後においては、
当該見直し後の利
率）

現年発生補助災害復旧事業債 １，８００

合　　　計 １，８００



Ⅰ　歳　入　歳　出　補　正　予　算　事　項　別　明　細　書

（歳入） （単位：千円）

款 補正前の額 補　正　額 計

1.総　括

10.地方交付税
１，９５６，４９３ ２０，８３７ １，９７７，３３０

14.国庫支出金
３５２，２７３ ２０，３７７ ３７２，６５０

15.県支出金
２８６，６８５ ２８９ ２８６，９７４

18.繰入金
２３７，３６１ ４，１８０ ２４１，５４１

21.町債
１，６３０，９９７ １，８００ １，６３２，７９７

歳　　入　　合　　計
５，１３３，８８８ ４７，４８３ ５，１８１，３７１

―　6　― 一般



―　7　― 一般

（歳出） （単位：千円）

補正前の額 補　正　額 計 特　定　財　源

国県支出金 地　方　債 そ　の　他
一般財源

款
補　正　額　の　財　源　内　訳

1.議会費

40,174 △190 39,984 △190
2.総務費

2,127,149 6,949 2,134,098 4,813 4,180 △2,044
3.民生費

943,509 3,748 947,257 3,480 268
4.衛生費

239,564 10,145 249,709 9,038 1,107
6.農林水産業費

281,401 △240 281,161 △240
7.商工費

216,218 23,800 240,018 23,800
8.土木費

435,871 △300 435,571 △300
10.教育費

283,692 △1,615 282,077 △1,615
11.災害復旧費

370 5,186 5,556 3,335 1,800 51

20,666
歳　　出　　合　　計

5,133,888 47,483 5,181,371 1,800 4,180 20,837



2.歳　入

地方交付税 地方交付税1項10款 （単位：千円）

節
説　　　　　　　　　明

金　額区　　分
計補正額補正前の額目

20,8371. 1. ・地方交付税地方交付税 1,956,493 20,837 1,977,330 普通交付税20,837

1,956,493 20,837 1,977,330計

10 款合計 1,956,493 20,837 1,977,330

国庫支出金 国庫負担金1項14款

1,5051. 3. ・障害者福祉費負担金民生費国庫負担金 118,147 578 118,725 障害者自立支援給付費負担金578
△927・障害児入所給付費等負担金

4,3922. 1. ・保健衛生費負担金衛生費国庫負担金 17,962 4,392 22,354 新型コロナウイルスワクチン接種対策費国庫負担金4,392

3,3354. 1. ・公共土木施設災害復旧費負災害復旧費国庫負担金 0 3,335 3,335 公共土木施設災害復旧事業費負担金3,335
担金

136,409 8,305 144,714計

国庫支出金 国庫補助金2項14款

4,8131. 4. ・新型コロナウイルス感染症総務費国庫補助金 39,658 4,813 44,471 新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金4,813
対応地方創生臨時交付金

2,6132. 5. ・児童福祉総務費補助金民生費国庫補助金 30,419 2,613 33,032 子ども・子育て支援事業費補助金2,613

4,6463. 1. ・保健衛生費補助金衛生費国庫補助金 32,143 4,646 36,789 新型コロナウイルスワクチン接種事業費国庫補助金4,646

214,553 12,072 226,625計

14 款合計 352,273 20,377 372,650

―　8　― 一般10.款 地方交付税



―　9　― 一般15.款 県支出金

県支出金 県負担金1項15款 （単位：千円）

節
説　　　　　　　　　明

金　額区　　分
計補正額補正前の額目

7522. 3. ・障害者福祉費負担金民生費県負担金 90,205 289 90,494 障害者自立支援給付費負担金289
△463・障害児入所給付費等負担金

91,369 289 91,658計

15 款合計 286,685 289 286,974

繰入金 基金繰入金2項18款

4,1802. 1. ・庁舎建設基金繰入金庁舎建設基金繰入金 169,747 4,180 173,927 庁舎建設基金繰入金4,180

237,360 4,180 241,540計

18 款合計 237,361 4,180 241,541

町債 町債1項21款

1,8008. 1. ・公共土木施設災害復旧事業災害復旧事業債 0 1,800 1,800 現年発生補助災害復旧事業債1,800
債

1,630,997 1,800 1,632,797計

21 款合計 1,630,997 1,800 1,632,797

5,133,888 47,483 5,181,371歳入合計



3.歳　出

1款 議会費 1項 議会費 （単位：千円）

目 補正前の額 補正額 計
補正額の財源内訳

特　定　財　源
国県支出金 地方債 その他

一般財源

節

区　分 金　額
説　　　　　　　明

1. 3.職員手当等議会費 40,174 △190 39,984 △190 期末手当△190 △50・
議員期末手当 △140・

40,174 △190 39,984 △190計

1 款合計 40,174 △190 39,984 △190

2款 総務費 1項 総務管理費

1. 2.給料一般管理費 305,987 △4,090 301,897 △4,090 一般職給△2,500 △2,500・

3.職員手当等 通勤手当△1,590 △90・
期末手当 △1,400・
勤勉手当 △100・

10. 14.工事請負費コミュニテ 4,000 4,813 8,813 4,813 工事請負費4,813 4,813・
ィセンター
費

13. 12.委託料電算管理費 83,465 2,005 85,470 2,005 パソコン設定委託料2,005 2,005・

15. 10.需用費コミュニテ 15,889 534 16,423 534 燃料費534 384・
ィバス運行 修繕料 150・
費

17. 11.役務費庁舎建設費 1,353,535 4,443 1,357,978 4,180 263 建物災害共済分担金263 263・

18.負担金、補 鬼北地域情報通信基盤施設管理運営費4,180 4,180・
助及び交付 負担金
金

―　10　― 一般1.款議会費



―　11　― 一般2.款総務費

2款 総務費 1項 総務管理費 （単位：千円）

目 補正前の額 補正額 計
補正額の財源内訳

特　定　財　源
国県支出金 地方債 その他

一般財源

節

区　分 金　額
説　　　　　　　明

2,075,012 7,705 2,082,717 4,813 4,180 △1,288計

2款 総務費 3項 戸籍住民基本台帳費

1. 2.給料戸籍住民基 15,697 △756 14,941 △756 一般職給△500 △500・
本台帳費

3.職員手当等 通勤手当△221 48・
期末手当 △250・
勤勉手当 △100・
住居手当 81・

4.共済費 職員共済組合負担金△200 △200・

17.備品購入費 耐タンパー装置購入費165 165・

15,697 △756 14,941 △756計

2 款合計 2,127,149 6,949 2,134,098 4,813 4,180 △2,044

3款 民生費 1項 社会福祉費

1. 3.職員手当等社会福祉総 105,589 223 105,812 223 期末手当△100 △100・
務費

27.繰出金 国民健康保険特別会計繰出金323 323・

3. 3.職員手当等老人福祉費 181,926 △140 181,786 △140 期末手当△140 △140・

4. 19.扶助費障害者福祉 182,254 1,801 184,055 867 934 障害者自立支援給付費1,156 1,156・
費



3款 民生費 1項 社会福祉費 （単位：千円）

目 補正前の額 補正額 計
補正額の財源内訳

特　定　財　源
国県支出金 地方債 その他

一般財源

節

区　分 金　額
説　　　　　　　明

4. 22.償還金、利障害者福祉 障害者医療費国庫負担金返還金645 571・
子及び割引費 障害者総合支援事業費補助金返還金 74・
料

594,615 1,884 596,499 867 1,017計

3款 民生費 2項 児童福祉費

1. 12.委託料児童福祉総 81,520 2,614 84,134 2,613 1 児童手当システム改造委託料2,614 2,614・
務費

3. 3.職員手当等保育所費 264,757 △750 264,007 △750 期末手当△650 △650・

4.共済費 職員共済組合負担金△100 △100・

348,883 1,864 350,747 2,613 △749計

3 款合計 943,509 3,748 947,257 3,480 268

4款 衛生費 1項 保健衛生費

1. 3.職員手当等保健衛生費 178,346 8,888 187,234 9,038 △150 期末手当△150 △150・

7.報償費 医師報償費△474 △378・
看護師報償費 △96・

10.需用費 消耗品費375 300・
燃料費 △100・
印刷製本費 155・
光熱水費 20・

―　12　― 一般3.款民生費



―　13　― 一般4.款衛生費

4款 衛生費 1項 保健衛生費 （単位：千円）

目 補正前の額 補正額 計
補正額の財源内訳

特　定　財　源
国県支出金 地方債 その他

一般財源

節

区　分 金　額
説　　　　　　　明

1. 11.役務費保健衛生費 通信運搬費△1,166 116・
審査支払手数料 △1,282・

12.委託料 健康管理システム改造委託料10,392 1,925・
新型コロナウイルスワクチン接種予約 2,905・
管理委託料
新型コロナウイルスワクチン接種委託 2,715・
料
新型コロナウイルスワクチン接種体制 696・
確保委託料
新型コロナウイルスワクチン接種休日 2,151・
分委託料

13.使用料及び 複写機使用料350 350・
賃借料

17.備品購入費 機械器具費△439 △439・

3. 2.給料環境衛生費 22,936 1,357 24,293 1,357 一般職給1,160 1,160・

4.共済費 職員共済組合負担金197 197・

205,584 10,245 215,829 9,038 1,207計

4款 衛生費 2項 清掃費

1. 3.職員手当等塵芥処理費 33,980 △100 33,880 △100 期末手当△100 △100・

33,980 △100 33,880 △100計

4 款合計 239,564 10,145 249,709 9,038 1,107



6款 農林水産業費 1項 農業費 （単位：千円）

目 補正前の額 補正額 計
補正額の財源内訳

特　定　財　源
国県支出金 地方債 その他

一般財源

節

区　分 金　額
説　　　　　　　明

2. 3.職員手当等農業総務費 24,137 △150 23,987 △150 期末手当△150 △150・

4. 4.共済費担い手育成 66,011 10 66,021 10 社会保険料10 10・
対策費

218,299 △140 218,159 △140計

6款 農林水産業費 2項 林業費

1. 3.職員手当等林業総務費 19,820 △100 19,720 △100 期末手当△100 △100・

62,574 △100 62,474 △100計

6 款合計 281,401 △240 281,161 △240

7款 商工費 1項 商工費

1. 3.職員手当等商工総務費 16,264 △200 16,064 △200 期末手当△100 △100・

4.共済費 職員共済組合負担金△100 △100・

3. 12.委託料観光費 144,182 24,000 168,182 24,000 河川公園施設指定管理料24,000 14,000・
ふれあい交流館温浴部門指定管理料 10,000・

216,218 23,800 240,018 23,800計

7 款合計 216,218 23,800 240,018 23,800

―　14　― 一般6.款農林水産業費



―　15　― 一般8.款土木費

8款 土木費 2項 道路橋梁費 （単位：千円）

目 補正前の額 補正額 計
補正額の財源内訳

特　定　財　源
国県支出金 地方債 その他

一般財源

節

区　分 金　額
説　　　　　　　明

2. 3.職員手当等道路維持費 51,566 △300 51,266 △300 期末手当△200 △200・

4.共済費 職員共済組合負担金△100 △100・

253,162 △300 252,862 △300計

8 款合計 435,871 △300 435,571 △300

10款 教育費 1項 教育総務費

2. 3.職員手当等事務局費 71,638 △615 71,023 △615 期末手当△250 △250・

4.共済費 職員共済組合負担金△365 △100・
社会保険料 △265・

72,704 △615 72,089 △615計

10款 教育費 4項 社会教育費

6. 3.職員手当等文化振興費 33,325 △100 33,225 △100 期末手当△100 △100・

69,531 △100 69,431 △100計

10款 教育費 5項 保健体育費

3. 2.給料学校給食費 36,249 △900 35,349 △900 会計年度任用職員給△500 △500・

3.職員手当等 期末手当△200 △200・



10款 教育費 5項 保健体育費 （単位：千円）

目 補正前の額 補正額 計
補正額の財源内訳

特　定　財　源
国県支出金 地方債 その他

一般財源

節

区　分 金　額
説　　　　　　　明

3. 4.共済費学校給食費 職員共済組合負担金△200 △200・

56,399 △900 55,499 △900計

10 款合計 283,692 △1,615 282,077 △1,615

11款 災害復旧費 2項 公共土木施設災害復旧費

1. 12.委託料道路橋梁災 1 5,186 5,187 3,335 1,800 51 測量設計委託料187 187・
害復旧費

14.工事請負費 工事請負費4,999 4,999・

1 5,186 5,187 3,335 1,800 51計

11 款合計 370 5,186 5,556 3,335 1,800 51

5,133,888 47,483 5,181,371 20,666 1,800 4,180 20,837歳出合計

―　16　― 一般10.款教育費
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１．特別職

２．一般職及び会計年度任用職
　（１）総　括

△ 600

26,047

19,747

31,6415,594

△ 600
(0)

19,747

(3.35)

9,952

4,670

19,747

町長・副町長・教育長

64,868 10,241 75,109

4,647 23,721

町長・副町長・教育長

△ 2
△ 6,444比 較

( )
0 △ 2,340 △ 3,501

△ 10
△ 5,841 △ 603

補 正 前
( )

55,027 315,339 164,122
46
106

補 正 後
( )

55,027 312,999 160,621
104

36

区 分
職員数

給 与 費
共 済 費

職 員 手 当 計
(人) (千円) (千円) (千円)

計 0 0 0

合 計
備 考報 酬 給 料

(千円) (千円)

0 0 0 0 0

△ 740 △ 740 0 △ 740

0 △ 600 0
(0)

△ 140議 員 0 0 0 △ 140

10 34,291 20,625

19,747

0 0

7 14,544

7

3

0 0

比 較
その他

14,544

10 34,291

長 等 20,625

計

長 等

計

補正後
その他

19,214
補正前

その他

議 員

20,625

議 員

長 等 3 20,625

4,530
(3.25)

534,488

0

95,852 630,340

19,747

(3.25)
5,422

19,074

19,747

6,022

528,647 95,249

32,24126,647

65,608 10,241

4,647

(千円)

75,849

623,896

10,692

△ 140

(人) (千円) (千円) (月分)

23,861

5,594

(3.35)

計(千円)
年 間 支 給 率

(千円)

報 酬 給 料
期 末 手 当

(千円) (千円)

Ⅱ　給与費明細書

区 分
職員数

給 与 費

共 済 費 合 計
備 考



　（２）給料及び職員手当の増減額の明細

千円
千円
千円

千円
千円

　（３）一般職の給料及び職員手当の状況
　　　ア．職員１人当たり給与

会計異動 △ 61

会計異動 △ 500
退職 △ 500

採用予定人数の減少 △ 100

-
0

備 考

労 務 職区 分 一 般 行 政 職

職 員 手 当
制 度 改 正 に 伴 う

△ 3,340△ 3,501

平 均 年 齢 （ 歳 ） 41.1

平 均 給 料 月 額 （ 円 ） 290,695
令 和 ３ 年 12 月 31 日 現 在 平 均 給 与 月 額 （ 円 ） 320,186

平 均 給 料 月 額 （ 円 ） 294,092
平 均 年 齢 （ 歳 ）

75,617 444

令 和 ３ 年 ９ 月 30 日 現 在 平 均 給 与 月 額 （ 円 ） 324,044

40.8

採用予定人数の減少 △ 1340

12,813

12,813

0

8,214

0

区 分
増 減 額 増 減 事 由 別 内 訳

説 明
(千円) (千円)

(千円)

8,214

0
-

2,948

2,990

増 減 分

0

そ の 他 の 増 減 分 △ 2,340

増 減 分

人勧

増 加 分

昇 給 に 伴 う

(千円)

6,300

0

0

そ の 他 の 増 減 分 △ 161

1,083

0

444

0

78,957

△ 3,340

39,793

39,993

50

50

0

6,300

9,638

0

3,687

3,606

81

(千円) (千円) (千円)

△ 200

9,638

防疫等
作業手当

行旅死亡人
取扱業務手

当
(千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

期末手当

(千円) (千円)
区 分

住居手当 児童手当
管理職員特
別勤務手当

管理職手当宿日直手当
時間外

勤務手当
勤勉手当扶養手当 通勤手当

動物等処
理業務手

(千円)

6

6

0

28

0

28補正後

補正前

比　較 △ 42

給 料 △ 2,340
給 与 改 定 に 伴 う

職員手当

の内訳

1,083

－　18　－
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　　　イ．初任給

　　　ウ．級別職員数

級

3 級

計
0 0.0

( )

( ) ( )
計

( ) ( )
67 100.0

(

級
40.3

( )

)
1.5

)
11 級

( )
27

(

2
( )

( ))
22.4

( )

2 級
( ) ( )

1

3 級
( )

15
(

4 級
( ) ( )

6 9.0

5 級
( ) ( )

8 11.9

級
( ) ( )

10 14.9

)

(

令 和 ３ 年 ９ 月 30 日 現 在
6

1 級
( )

29

0.0
)

( ) (

2 級
1 1.4

( ) ( )

級
21.8

2 級
( ) ( )

6 8.7

3 級
( )

15
(

4 級
( ) ( )

5 級
( ) ( )

8 11.6

( )
10 14.5

(人) 構 成 比

令 和 ３ 年 12 月 31 日 現 在
6 級

( )

7 級
( ) ( )

区 分
一 般 行 政 職 労 務 職

級 職 員 数 (人) 構 成 比 (％) (％)級

大 学 卒 186,427 182,200

高 校 卒 153,564 150,600

区 分
一 般 行 政 職 労 務 職 国 の 制 度

（円） （円） 一 般 行 政 職 (円) 労 務 職 (円)

級
( )

69

(
42.0

( )

)
計

(

7

)( ) (

級
)

1

(

100.0

)
3

0
計

) ( )

職 員 数



　（級別の標準的な職務内容）

　　　エ．昇給

　　　オ．期末手当・勤勉手当

上級社会福 祉士

専 門 員

栄 養 士

有

栄 養 士
保 健 師

主任保健師 保 健 師

級 等 に よ る 加 算 措 置

主 幹 園 長 園 長 上級保育士 主任栄養士 社会福祉士技 師 補

4.450

３ 級 ２ 級

保 育 士
主 事 補上級栄養士

保 育 士室 長 室 長 保 健 師 長 保 健 師 長 上級保健師 主任保育士
事 務 長

主 幹

５ 級 ４ 級

技 師

上級専門員 係 長 主 査 主 事
技 師

一般行政職

課 長 課 長 課 長 補 佐 課 長 補 佐
局 長 局 長

) ( ) (
国 の 制 度

( ) ( )
有

2.225 2.225 4.450

( ) ( )

( ) (
4.300

補 正 前
( ) (

2.225 2.225
)

補 正 後
( ) ( )

有
2.225 2.075

)
(月分) 1 ２ 月 (月分) ３ 月 (月分) (月分)

(％)

区 分
支 給 期 別 支 給 率 支 給 率 計 職 制 上 の 段 階 、 職 務 の

備 考
６ 月

(人)

(人)

(人)

補

正

前

昇 給 に 係 る 職 員 数 (Ｂ) (人)

(人)

(人)

号 級 数 別 内 訳

4

職 員 数 (Ａ) (人) 67 67

比 率 (Ｂ)／(Ａ) (％)

(人)8

(人)

号 級

4 号 級

号 級

(人)

補

正

後

昇 給 に 係 る 職 員 数 (Ｂ) (人)

(人)

号 級 (人)

号 級 数 別 内 訳 6

69職 員 数 (Ａ) (人) 69

労 務 職
区 分 合 計

代 表 的 な 職 種

一 般 行 政 職

区 分 ６ 級

主任社会福 祉士

１ 級

事 務 長

比 率 (Ｂ)／(Ａ)

号 級

6 号 級

8 号 級

号 級

2 号 級

2 号 級

社会福祉士

－　20　－
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　　　カ．定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

　　　キ．地域手当

　　　ク．特殊勤務手当

　　　ケ．その他の手当

(2～20％加算)

差 異 の 内 容

定 年 前 早 期

代 表 的 な 職 種
一 般 行 政 職 労 務 職

手 当 の 名 称

区 分 国 の 制 度 と の 異 同

代 表 的 な 特 殊 勤 務

給料総額に対する比率
支 給 対 象 職 員 の 比 率

（％）

通 勤 手 当 同　　　　じ

扶 養 手 当 同　　　　じ

住 居 手 当 異 　な 　る
令和元年人勧により、支給対象となる家賃額の下限を4,000円を引上げ、手当上限を1,000円引上げる改
定を行ったが、地域事情等を考慮し愛媛県は改定を行わなかった。給与等については県準拠としている
ため、松野町も同様に改定なしとした。

（令和　年　月　日現在）

区 分 全 職 種

（％）

支 給 率 （％）

国 の 制 度 （ 支 給 率 ） （％）

支 給 対 象 地 域

支 給 対 象 職 員 数 （人）

国 の 制 度
定 年 前 早 期

24.586875 33.27075 47.709 47.709 退 職 特 例 措 置
( 支 給 率 等 )

(2～20％加算)

支 給 率 等 24.586875 33.27075 47.709 47.709 退 職 特 例 措 置

（月分）
最 高 限 度 そ の 他 の 退 職 時 特 別

備 考
（月分） 加 算 措 置 等 昇 給

区 分
20 年 勤 続 の 者 25 年 勤 続 の 者 35 年 勤 続 の 者

（月分） （月分）




